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平成２４年１１月１５日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官�

平成２３年�ワ)第８２１８号 特許権侵害差止等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年８月２４日�

判      決�

              原   告        エ レ コ ム 株 式 会 社 

              同訴訟代理人弁護士     畑  郁 夫 

           同               国 谷 史 朗 

       同            重 冨 貴 光 

       同            多 田  慎 

    同訴訟代理人弁理士    河 野 登 夫 

    同            河 野 英 仁 

    同            野 口 富 弘 

              被告兼株式会社バッファローコクヨサプライ訴訟承継人           

株式会社バッファロー 

       同訴訟代理人弁護士    野 口 明 男 

       同            岡 田  淳 

       同            飯 塚 卓 也 

       同補佐人弁理士      下 出 隆 史 

       同            井 上 雄 介 

主      文�

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由�

第１ 当事者の求めた裁判�
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１ 原告 

（１）被告は，別紙被告ＢＦ製品目録及び被告ＢＫＳ製品目録記載の各製品を製

造し，販売し，輸入し又は販売の申出をしてはならない。 

（２）被告は，別紙被告ＢＦ製品目録記載の各製品並びに別紙被告ＢＫＳ製品目

録番号１８～２１及び２３～２５記載の各製品をいずれも廃棄せよ。 

（３）被告は， 

ア 別紙被告ＢＫＳ製品目録番号１～１４記載の各製品のうちマウス本体を

除く部分，�

イ 同１５記載の各製品のうちキーボード本体を除く部分， 

ウ 同１６及び１７記載の各製品のうちキーボード本体及びマウス本体を除

く部分， 

エ 同２２記載の各製品のうちヘッドセット本体を除く部分 

をいずれも廃棄せよ。�

（４）被告は，原告に対し，９９４０万円及びこれに対する平成２３年７月８日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。�

（５）訴訟費用は被告の負担とする。�

（６）仮執行宣言�

２ 被告 

   主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 前提事実（証拠等の掲記がない事実は当事者間に争いがない。） 

（１）当事者 

 原告は，コンピュータ及びコンピュータ周辺機器の開発，製造，販売及び

輸出入等を業とする会社である。 

 被告は，コンピュータ及び周辺機器の開発，製造，販売及び輸出入業等を

目的とする会社である。 
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（２）本件特許権 

 宜鼎國際股▲ふん▼有限公司（以下「本件特許権者」という。）は，以下の

特許（以下「本件特許」といい，本件特許に係る発明を「本件特許発明」と

いう。また，本件特許出願に係る明細書を「本件明細書」という。）に係る特

許権を有する。 

   特許番号   ４４７２５５０号 

発明の名称  ユニバーサルシリアルバス応用装置 

出願年月日  平成１７年２月１５日 

優先権主張日 平成１６年１１月１日（以下「本件優先日」という。） 

登録年月日  平成２２年３月１２日 

特許請求の範囲 

【請求項１】 

ＵＳＢプラグにＵＳＢ電子応用モジュールが接続され，該ＵＳＢプラグが

ケース層で載置板を被覆してなり，該載置板の上表面とケース層の間に接続

挟持層が形成され，並びに載置板の上表面にＵＳＢ電子応用モジュールと電

気的に接続可能な複数の第１接続端子が固定され，該接続挟持層が対応する

ＵＳＢソケットとの接続に供され，且つＵＳＢソケットが接続挟持層に挿入

される時，該第１接続端子がＵＳＢソケット内に固定された複数の第２接続

端子と電気的接続を形成し， またＵＳＢプラグ内部の載置板の底表面とケー

ス層の間に板底挟持層が形成され，該載置板の底表面に少なくとも一つの電

子装置が固定されたことを特徴とする，ユニバーサルシリアルバス応用装置。 

（３）本件特許発明の構成要件の分説 

    本件特許発明は，以下のとおり分説することができる。�

Ａ ＵＳＢプラグにＵＳＢ電子応用モジュールが接続され， 

Ｂ 該ＵＳＢプラグがケース層で載置板を被覆してなり， 

Ｃ 該載置板の上表面とケース層の間に接続挟持層が形成され， 
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Ｄ 並びに載置板の上表面にＵＳＢ電子応用モジュールと電気的に接続可能

な複数の第１接続端子が固定され， 

Ｅ 該接続挟持層が対応するＵＳＢソケットとの接続に供され， 

Ｆ 且つＵＳＢソケットが接続挟持層に挿入される時，該第１接続端子がＵ

ＳＢソケット内に固定された複数の第２接続端子と電気的接続を形成し，

また 

Ｇ ＵＳＢプラグ内部の載置板の底表面とケース層の間に板底挟持層が形成

され， 

Ｈ 該載置板の底表面に少なくとも一つの電子装置が固定されたことを特徴

とする， 

Ｉ ユニバーサルシリアルバス応用装置。 

（４）原告の有する専用実施権 

原告は，本件特許権者から，平成２３年２月１日，以下の範囲で本件特許

に係る専用実施権（以下「本件専用実施権」という。）の設定を受け，同年４

月４日受付で登録を受けた（甲１，２）。�

   期間  平成２３年２月１日から平成２６年１月３１日�

   内容  製造，使用，販売及び輸入�

（５）本件特許に係る訂正請求 

    本件特許権者は，被告が請求した特許無効審判（無効２０１１－８００２

２８）において，本件特許に係る「特許請求の範囲」【請求項１】について以

下のとおり訂正する訂正請求（以下「本件訂正」といい，訂正後の発明を「本

件訂正発明」という。）をした（下線部分が訂正箇所である。）。 

「ＵＳＢプラグにＵＳＢ電子応用モジュールが接続され，前記ＵＳＢプラグ

がケース層で載置板を被覆してなり，該載置板の上表面と前記ケース層の間

に接続挟持層が形成され，並びに前記載置板の上表面に前記ＵＳＢ電子応用

モジュールと電気的に接続可能な複数の第１接続端子が固定され，前記接続
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挟持層が対応するＵＳＢソケットとの接続に供され，且つＵＳＢソケットが

前記接続挟持層に挿入される時，前記第１接続端子がＵＳＢソケット内に固

定された複数の第２接続端子と電気的接続を形成し，またＵＳＢプラグ内部

の前記載置板の平坦な底表面と前記ケース層との間に前記底表面とケース層

とで画定される板底挟持層が形成され，該板底挟持層内の一部に，前記載置

板の底表面に該底表面から突出した少なくとも一つの電子装置が固定され，

前記板底挟持層内の一部に該板底挟持層の変形を防止するための支持装置を

設け，該板底挟持層の外界との接続面のみに前端保護層を設けたことを特徴

とする，ユニバーサルシリアルバス応用装置。」�

（６）本件訂正発明の構成要件の分説�

 本件訂正発明は，以下のとおり分説することができる。�

訂正Ａ ＵＳＢプラグにＵＳＢ電子応用モジュールが接続され，�

訂正Ｂ 前記ＵＳＢプラグがケース層で載置板を被覆してなり， 

訂正Ｃ 該載置板の上表面と前記ケース層の間に接続挟持層が形成され， 

訂正Ｄ 並びに前記載置板の上表面に前記ＵＳＢ電子応用モジュールと電気

的に接続可能な複数の第１接続端子が固定され， 

訂正Ｅ 前記接続挟持層が対応するＵＳＢソケットとの接続に供され， 

訂正Ｆ ＵＳＢソケットが前記接続挟持層に挿入される時，前記第１接続端

子がＵＳＢソケット内に固定された複数の第２接続端子と電気的接続を形

成し，また 

訂正Ｇ ＵＳＢプラグ内部の前記載置板の平坦な底表面と前記ケース層との

間に前記底表面とケース層とで画定される板底挟持層が形成され， 

訂正Ｈ 該板底挟持層内の一部に，前記載置板の底表面に該底表面から突出

した少なくとも一つの電子装置が固定され， 

訂正Ｉ 前記板底挟持層内の一部に該板底挟持層の変形を防止するための支

持装置を設け， 
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訂正Ｊ 該板底挟持層の外界との接続面のみに前端保護層を設けたことを特

徴とする， 

訂正Ｋ ユニバーサルシリアルバス応用装置。 

（７）被告及び株式会社バッファローコクヨサプライの行為 

ア 別紙被告ＢＦ製品目録記載の各製品（以下「被告ＢＦ製品」といい，同

製品を型番ごとに表記する場合は，同別紙に記載された型番ごとに振られ

た番号，枝番を付記し，「被告ＢＦ製品１－１」などという。）に係る被告

の行為�

  被告は，平成２３年２月１日以降，業として，被告ＢＦ製品１－１，１－

９を除いた被告ＢＦ製品を販売し，輸入し，販売の申出を行っている。�

  なお，被告が，①�被告ＢＦ製品を国内で製造したこと，②�被告ＢＦ製

品１－１，１－９を販売等していたことについては争いがある。�

イ 別紙被告ＢＫＳ製品目録記載の各製品（以下「被告ＢＫＳ製品」といい，

被告ＢＦ製品と併せて「被告各製品」という。また，被告ＢＫＳ製品を型

番ごとに表記する場合は，同別紙に記載された型番ごとに振られた番号，

枝番を付記し，「被告ＢＫＳ製品１－１」などという。）に係る株式会社バッ

ファローコクヨサプライ（以下「バッファローコクヨサプライ」という。）

の行為�

 バッファローコクヨサプライは，平成２３年２月１日以降，業として，

被告ＢＫＳ製品２－１から２－２５を除いた被告ＢＫＳ製品を製造し，販

売し，輸入し，販売の申出を行っていた。�

 なお，バッファローコクヨサプライが，①�被告ＢＫＳ製品２－７から

２－２５を国内で製造したこと，②�被告ＢＫＳ製品２－１から２－６を販

売等していたことについては争いがある。�

ウ 被告各製品の本件特許発明の技術的範囲への属否�

 原告は，被告各製品が本件特許発明の技術的範囲に属する旨主張してい
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るところ（なお，被告ＢＫＳ製品２３～２５については，本件特許権の間

接侵害の前提として，マイクロＳＤカードを接続した状態において，本件

特許発明の技術的範囲に属することを主張する。），被告は，答弁書におい

て，本件特許の無効を主張し，原告の上記主張に対する認否反論は「次回

以降，必要に応じて適宜行う予定である。」と述べ，その後は，原告の上記

主張に関する具体的な認否，反論をしていない（被告各製品の構成につい

ても同様である。）。�

（８）被告によるバッファローコクヨサプライの吸収合併等�

 原告は，平成２３年６月２７日，被告及びバッファローコクヨサプライに

対する本件訴えを起こしたところ，被告は，本件訴訟係属中の平成２４年４

月１日，相被告であるバッファローコクヨサプライを吸収合併し，その訴訟

上の地位を承継した。�

２ 原告の請求 

 原告は，本件専用実施権に基づき，被告各製品等の製造等の差止め及び廃棄

を，不法行為に基づき，９９４０万円の損害賠償及びこれに対する本件訴状送

達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支

払を求めている。�

３ 主要な争点 

 本件の主要な争点は，以下のとおり本件特許が特許無効審判により無効とさ

れるべきものであるかという点である。 

（１）本件特許発明は，本件優先日前に頒布された米国特許出願公開第２００

４／０１４７１４３号明細書（以下「乙１文献」という。）に記載された発明

（以下「乙１発明」という。）と同一であるか        （争点１） 

（２）本件特許発明は，本件優先日前に頒布された米国特許出願公開第２００

４／０１５３５９５号明細書（以下「乙２文献」という。）に記載された発明

（以下「乙２発明」という。）と同一であるか        （争点２） 
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（３）本件特許発明は，本件優先日前に頒布された中国実用新案公告第２５７２

６１１号明細書（以下「乙３文献」という。）に記載された発明（以下「乙３

発明」という。）と同一であるか              （争点３） 

（４）本件特許発明は，本件優先日前に出願された特開２００６－４０８２号公

報（以下「乙４公報」という。）に記載された発明（以下「乙４発明」という。）

と同一であるか（特許法２９条の２）            （争点４） 

（５）本件特許発明は，本件優先日前に出願された特開２００５－１８３９２５

公報（以下「乙５公報」という。）に記載された発明（以下「乙５発明」とい

う。）と同一であるか（特許法２９条の２）         （争点５） 

（６）訂正の再抗弁１（上記(１)の抗弁に対し）         （争点６） 

（７）訂正の再抗弁２（上記(２)の抗弁に対し）         （争点７） 

（８）訂正の再抗弁３（上記(３)の抗弁に対し）         （争点８） 

（９）訂正の再抗弁４（上記(４)の抗弁に対し）         （争点９） 

（10）訂正の再抗弁５（上記(５)の抗弁に対し）          （争点 10） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（本件特許発明は，乙１発明と同一であるか）について 

【被告の主張】 

   以下のとおり，本件特許発明は，乙１発明と同一である。 

（１）乙１発明の内容 

 乙１文献には，以下の発明（乙１発明）が記載されている。 

１Ａ ＵＳＢを利用した記憶装置である。 

   １Ｂ 基板が金属ケースの内部に収容されている。 

   １Ｃ 基板の上表面と金属ケースの間に開口がある。 

   １Ｄ 基板の上に接触子が複数固定されている。 

   １Ｅ 基板上に固定される接触子は，ＵＳＢ規格に従うものであり，外部電

子機器と電気的に接続するために設けられる。 
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   １Ｆ（なし） 

１Ｇ 金属ケース内部に基板が中央に配され，その底表面と金属ケースとの

間に層が存在する。 

   １Ｈ 金属ケース内部に基板が中央に配され，その底表面に電子素子が固定

されている。 

（２）本件特許発明と乙１発明の対比 

ア 乙１文献には，ＵＳＢプラグにＵＳＢ電子応用モジュールが接続された

「ＵＳＢを利用した記憶装置」が記載されているところ，同記憶装置は，

本件特許発明の「ユニバーサルシリアルバス応用装置」に相当する。 

 したがって，乙１発明の構成１Ａは，本件特許発明の構成要件Ａ及びＩ

と同一である。 

イ 乙１発明の「基板」は本件特許発明の「載置板」に，乙１発明の「金属

ケース」は本件特許発明の「ケース層」にそれぞれ相当する。 

 乙１発明の構成１Ｂは，「基板」を「金属ケース」で被覆するものである

から，本件特許発明の構成要件Ｂと同一である。 

ウ 乙１発明の「開口」部分は，本件特許発明の「接続挟持層」に相当する。 

 したがって，乙１発明の構成１Ｃは，本件特許発明の構成要件Ｃと同一

である。 

エ 乙１発明の「接触子」は，外部電子機器に接続される接続端子であり，

基板上に固定されているから，本件特許発明の「第１接続端子」に相当す

る。 

 したがって，乙１発明の構成１Ｄは，本件特許発明の構成要件Ｄと同一

である。 

オ 乙１発明の「接触子」は，ＵＳＢ規格に従うものであり，外部電子機器

に設けられたＵＳＢソケット内の接続端子（本件特許発明の「第２接続端

子」に相当）との接続に供されるものである。 
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 したがって，乙１発明の構成１Ｅは，本件特許発明の構成要件Ｅ及びＦ

と同一である。 

カ 乙１発明の「基板」（本件特許発明の「載置板」に相当）の底表面と「金

属ケース」（本件特許発明の「ケース層」に相当）との間に存在する層は，

本件特許発明の「板底挟持層」に相当する。 

 したがって，乙１発明の構成１Ｇは，本件特許発明の構成要件Ｇと同一

である。 

キ 乙１発明の「基板」（本件特許発明の「載置板」に相当）の底表面に固定

された「電子素子」は，本件特許発明の「電子装置」に相当する。 

 したがって，乙１発明の構成１Ｈは，本件特許発明の構成要件Ｈと同一

である。 

  【原告の主張】 

   乙１文献には，「ＵＳＢ」という文言が一切ない。また，乙１文献に記載され

たマイクロ記憶装置は，直方体状の金属ケースが基板全体を収容した構成であ

り，ＵＳＢの仕様でないことが明らかである。 

 したがって，本件特許発明は，構成要件Ａ，Ｂ，Ｅ及びＩにおいて，乙１発

明と相違する。 

２ 争点２（本件特許発明は，乙２発明と同一であるか）について 

【被告の主張】 

 以下のとおり，本件特許発明は，乙２発明と同一である。 

（１）乙２発明の内容 

 乙２文献には，以下の発明（乙２発明）が記載されている。 

２Ａ ＵＳＢプラグと，ビア（メッキ穴）を通じ接続されているメモリ記憶

半導体装置である。 

２Ｂ ＵＳＢプラグの中に配置される回路基板と，その周りを被覆するＵＳ

Ｂコネクタシールドケースである。 
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２Ｃ ＵＳＢプラグ先端部に開口があり，この開口方向から装置の奥に向

かって中空空間がある。 

２Ｄ 回路基板の上面に複数の接触端子が固定されている。 

２Ｅ 接触端子とＵＳＢインターフェイスが嵌合する。 

２Ｆ（なし） 

２Ｇ 回路基板の底面側とＵＳＢコネクタシールドケースとの間に層がある。 

２Ｈ 回路基板の底面にメモリ記憶半導体装置が固定されている。 

（２）本件特許発明と乙２発明の対比 

ア 乙２発明の構成２Ａは，本件特許発明の構成要件Ａ及びＩと同一である。 

イ 乙２発明の「回路基板」は本件特許発明の「載置板」に，乙２発明の「Ｕ

ＳＢコネクタシールドケース」は本件特許発明の「ケース層」にそれぞれ

相当する。 

  したがって，乙２発明の構成２Ｂは，本件特許発明の構成要件Ｂと同一

である。 

ウ 乙２発明の「中空空間」は本件特許発明の「接続挟持層」に相当するか

ら，乙２発明の構成２Ｃは，本件特許発明の構成要件Ｃと同一である。 

エ 乙２発明の回路基板の上面に固定された複数の「接触端子」は本件特許

発明の「第１接続端子」に相当するから，乙２発明の構成２Ｄは，本件特

許発明の構成要件Ｄと同一である。 

オ 乙２発明は，接触端子とＵＳＢインターフェイスが嵌合するので，ＵＳ

Ｂソケット内部の突起部分が上記「中空空間」（本件特許発明の「接続挟持

層」に相当）に挿入され，回路基板上の接触端子（本件特許発明の「第１

接続端子」に相当）とＵＳＢソケット内部の接触端子（本件特許発明の「第

２接続端子」に相当）が電気的に接続されるものであることが理解できる。 

  したがって，乙２発明の構成２Ｅは，本件特許発明の構成要件Ｅ及びＦ

と同一である。 
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カ 乙２発明の回路基板（本件特許発明の「載置板」に相当）の底面側とＵ

ＳＢコネクタシールドケース（本件特許発明の「ケース層」に相当）との

間にある層は，本件特許発明の「板底挟持層」に相当する。 

  したがって，乙２発明の構成２Ｇは，本件特許発明の構成要件Ｇと同一

である。 

キ 乙２発明の回路基板（本件特許発明の「載置板」に相当）の底面に固定

される「メモリ記憶半導体装置」は本件特許発明の「電子装置」に相当す

るから，乙２発明の構成２Ｈは，本件特許発明の構成要件Ｈと同一である。 

  【原告の主張】 

   争う。 

３ 争点３（本件特許発明は，乙３発明と同一であるか）について 

【被告の主張】 

 以下のとおり，本件特許発明は，乙３発明と同一である。 

（１）乙３発明の内容 

    乙３文献には，以下の発明（乙３発明）が記載されている。 

   ３Ａ プリント回路板を内蔵するＵＳＢインタフェースのプラグである。 

   ３Ｂ プリント回路板の上方，下方及び両側面に鉄ケースが配置されている。 

   ３Ｃ プリント回路板の上表面と鉄ケースとの間に空間が存在する。 

   ３Ｄ プリント回路板の上表面にＵＳＢコネクタの接続端子となる狭長金

めっき銅板が固定されている。 

   ３Ｅ プリント回路板の上表面には平行に配列されＵＳＢ規格に準拠した４

本の狭長金めっき銅板が直接下表面プリント回路の引出し電極として印

刷され，ＵＳＢソケットに接続して電気情報伝達を実現する。 

   ３Ｆ （なし） 

   ３Ｇ プリント回路板と鉄ケースとの間に層が存在する。 

   ３Ｈ プリント回路板の下表面には電子素子が設置されている。 
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（２）本件特許発明と乙３発明の対比 

ア 乙３発明の構成３Ａのプリント回路板には電子素子が設置されており

（構成３Ｈ），本件特許発明の「ＵＳＢ電子応用モジュール」に相当する。 

 したがって，乙３発明の構成３Ａは，本件特許発明の構成要件Ａ及びＩ

と同一である。 

イ 乙３発明の「プリント回路板」は本件特許発明の「載置板」に，乙３発

明の「鉄ケース」は本件特許発明の「ケース層」にそれぞれ相当する。 

 乙３発明の構成３Ｂは，プリント回路板の周りを鉄ケースが被覆してＵ

ＳＢプラグを形成しているから，本件特許発明の構成要件Ｂと同一である。 

ウ 乙３発明の「プリント回路板」（本件特許発明の「載置板」に相当）の上

表面と「鉄ケース」（本件特許発明の「ケース層」に相当）との間に存在す

る空間は，本件特許発明の「接続挟持層」に相当する。 

 したがって，乙３発明の構成３Ｃは，本件特許発明の構成要件Ｃと同一

である。 

エ 乙３発明の「狭長金めっき銅板」は本件特許発明の「第１接続端子」に

相当するものであるから，乙３発明の構成３Ｄは，本件特許発明の構成要

件Ｄと同一である。 

オ 乙３発明の構成３Ｅは，接続挟持層がＵＳＢソケットとの接続に供され，

「狭長金めっき銅板」（本件特許発明の「第１接続端子」に相当）とＵＳＢ

ソケット内の「第２接続端子」とが電気的に接続されるというものである。 

 したがって，乙３発明の構成３Ｅは，本件特許発明の構成要件Ｅ及びＦ

と同一である。 

カ 乙３発明の「プリント回路板」（本件特許発明の「載置板」に相当）と「鉄

ケース」（本件特許発明の「ケース層」に相当）との間に存在する層は，本

件特許発明の「板底挟持層」に相当する。 

 したがって，乙３発明の構成３Ｇは，本件特許発明の構成要件Ｇと同一
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である。 

キ 乙３発明の「プリント回路板」（本件特許発明の「載置板」に相当）の下

表面に固定された「電子素子」は，本件特許発明の「電子装置」に相当す

るから，乙３発明の構成３Ｈは，本件特許発明の構成要件Ｈと同一である。 

  【原告の主張】 

   争う。 

４ 争点４（本件特許発明は，乙４発明と同一であるか）について 

【被告の主張】 

 以下のとおり，本件特許発明は，乙４発明と同一である。 

（１）乙４発明の内容 

    乙４公報には，以下の発明（乙４発明）が記載されている。 

   ４Ａ ＵＳＢフラッシュメモリ装置であり，ＵＳＢプラグとＵＳＢ電子応用

モジュールが接続されている。 

   ４Ｂ ＵＳＢフラッシュメモリ装置内部のプリント回路基板をプラグシェル

が被覆している。 

   ４Ｃ ＵＳＢスロット内のインシュレータは，ＵＳＢフラッシュメモリ装置

のプリント回路基板とプラグシェルとの間の空間に挿入される。 

   ４Ｄ プリント回路基板の上表面にコンタクトプレートが固定されており，

コンタクトプレートとプリント回路基板との間で電気的接続が可能であ

る。また，プリント回路基板上に配置されたコントロールＩＣ及びフラッ

シュメモリとの間でも電気的接続が可能である。 

   ４Ｅ 上記４Ｃの「ＵＳＢフラッシュメモリ装置のプリント回路基板とプラ

グシェルとの間の空間」は，ＵＳＢソケットとの接続に供される。 

   ４Ｆ（なし） 

   ４Ｇ プリント回路基板とプラグシェルとの間に層が存在する。 

   ４Ｈ プリント回路基板の下面にフラッシュメモリが固定されている。 
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（２）本件特許発明と乙４発明の対比 

ア 乙４発明の構成４Ａは，本件特許発明の構成要件Ａ及びＩと同一である。 

イ 乙４発明の「プリント回路基板」は本件特許発明の「載置板」に，乙４

発明の「プラグシェル」は本件特許発明の「ケース層」に相当するから，

乙４発明の構成４Ｂは，本件特許発明の構成要件Ｂと同一である。 

ウ 乙４発明の「プリント回路基板とプラグシェルとの間の空間」は，本件

特許発明の「接続挟持層」に相当するから，乙４発明の構成４Ｃは，本件

特許発明の構成要件Ｃと同一である。 

エ 乙４発明の「プリント回路基板」は本件特許発明の「載置板」に，乙４

発明の「コンタクトプレート」は本件特許発明の「第１接続端子」に，乙

４発明の「フラッシュメモリ」は本件特許発明の「ＵＳＢ電子応用モジュー

ル」にそれぞれ相当する。 

  したがって，乙４発明の構成４Ｄは，本件特許発明の構成要件Ｄと同一

である。 

オ 乙４発明は，プリント回路基板（本件特許発明の「載置板」に相当）の

上表面に固定された「コンタクトプレート」（本件特許発明の「第１接続端

子」に相当）とＵＳＢソケット内の「第２接続端子」とが電気的に接続さ

れるものである。 

  したがって，乙４発明の構成４Ｅは，本件特許発明の構成要件Ｅ及びＦ

と同一である。 

カ 乙４発明の「プリント回路基板」（本件特許発明の「載置板」に相当）と

「プラグシェル」（本件特許発明の「ケース層」に相当）との間に存在する

層は，本件特許発明の「板底挟持層」に相当する。 

  したがって，乙４発明の構成４Ｇは，本件特許発明の構成要件Ｇと同一

である。 

キ 乙４発明の「プリント回路基板」（本件特許発明の「載置板」に相当）の
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下面に固定された「フラッシュメモリ」は，本件特許発明の「電子装置」

に相当する。 

  したがって，乙４発明の構成４Ｈは，本件特許発明の構成要件Ｈと同一

である。 

  【原告の主張】 

   争う。 

５ 争点５（本件特許発明は，乙５発明と同一であるか）について 

 【被告の主張】 

  本件特許発明は，乙５発明と同一である。 

（１）乙５発明の内容 

    乙５公報には，以下の発明（乙５発明）が記載されている。 

   ５Ａ ＵＳＢプラグと半導体素子及び受動部品が接続される。 

   ５Ｂ 封止樹脂の直上にプリント配線板が配置され，プリント配線板をハウ

ジングが取り囲んでいる。 

   ５Ｃ プリント配線板とハウジングとの間に空間が存在する。 

   ５Ｄ プリント配線板の一方の面に出力端子が固定されている。出力端子は，

半導体素子及び受動部品を含む回路素子と電気的に接続されている。 

   ５Ｅ 出力端子はＵＳＢコネクタ内の接続端子と電気的に接続される。 

   ５Ｆ（なし） 

   ５Ｇ プリント配線板の底面側とハウジングとの間には，封止樹脂で充たさ

れた層が存在する。 

   ５Ｈ プリント配線板の底面側に半導体素子が固定されている。 

（２）本件特許発明と乙５発明の対比 

ア 乙５発明の「半導体素子及び受動部品」は，本件特許発明の「ＵＳＢ電

子応用モジュール」に相当するから，乙５発明の構成５Ａは，本件特許発

明の構成要件Ａ及びＩと同一である。 
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イ 乙５発明の「プリント配線板」は本件特許発明の「載置板」に，乙５発

明のハウジングは本件特許発明の「ケース層」に相当するから，乙５発明

の構成５Ｂは，本件特許発明の構成要件Ｂと同一である。 

ウ 乙５発明の「プリント配線板」（本件特許発明の「載置板」に相当）と「ハ

ウジング」（本件特許発明の「ケース層」に相当）との間に存在する空間は，

本件特許発明の「接続挟持層」に相当する。 

  したがって，乙５発明の構成５Ｃは，本件特許発明の構成要件Ｃと同一

である。 

エ 乙５発明の「プリント配線板」は本件特許発明の「載置板」に，乙５発

明の「出力端子」は本件特許発明の「第１接続端子」に相当し，「半導体素

子及び受動部品」（本件特許発明の「ＵＳＢ電子応用モジュール」に相当）

と電気的に接続されている。 

  したがって，乙５発明の構成５Ｄは，本件特許発明の構成要件Ｄと同一

である。 

オ 乙５発明の「出力端子」（本件特許発明の「第１接続端子」に相当）は，

ＵＳＢコネクタ内の接続端子と電気的に接続されるものである。 

  したがって，乙５発明の構成５Ｅは，本件特許発明の構成要件Ｅ及びＦ

と同一である。 

カ 乙５発明の「プリント配線板」（本件特許発明の「載置板」に相当）と「ハ

ウジング」（本件特許発明の「ケース層」に相当）との間の封止樹脂で充た

された層は，本件特許発明の「板底挟持層」に相当する。 

  したがって，乙５発明の構成５Ｇは，本件特許発明の構成要件Ｇと同一

である。 

キ 乙５発明の「プリント配線板」（本件特許発明の「載置板」に相当）の底

面側に固定された「半導体素子」は本件特許発明の「電子装置」に相当す

るから，乙５発明の構成５Ｈは，本件特許発明の構成要件Ｈと同一である。 
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  【原告の主張】 

   争う。 

６ 争点６（訂正の再抗弁１）について 

【原告の主張】 

以下のとおり，本件訂正により前記１の無効理由は解消されるから，本件特

許権の行使は，何ら制約されるものではない。 

（１）本件訂正が特許請求の範囲を拡張等するものではないこと 

 本件訂正は，特許請求の範囲を減縮するものであり，訂正された内容は，

いずれも本件明細書【００２０】，【００２１】，【００２３】から【００２５】

まで及び図３から５までに記載された事項である。 

 したがって，本件訂正は，特許請求の範囲を拡張し又は変更するものでは

ないから，平成２３年法律第６３号による改正前の特許法１３４条の２第１

項ただし書１号並びに同５項が準用する同法１２６条３項及び４項に適合す

るものである。 

（２）専用実施権者の承諾があること 

 本件特許権者は，本件訂正請求をするに当たり，専用実施権者である原告

から承諾を得た（特許法１２７条）。 

（３）本件訂正により無効理由が解消されること 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ�

乙１文献の図２ｂには，金属ケース内部に基板が中央に記載され，その

底表面と金属ケースとの間に層が存在するように記載されている。しかし

ながら，板底挟持層内の一部に板底挟持層の変形を防止するための支持装

置を設けることについては何ら記載がない。 

したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは，乙１文献に記載されて

いない。 

イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ 
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乙１文献には，板底挟持層内部の電子素子を保護する旨の記載も示唆も

なく，前端保護層については何ら記載がない。 

したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，乙１文献に記載されて

いない。 

（４）被告各製品のうち一部は，本件訂正発明の技術的範囲に属するものである

こと 

 被告ＢＦ製品４及び被告ＢＫＳ製品１から２２までは，本件訂正発明の技

術的範囲に属する。その余の被告各製品について，本件訂正の再抗弁は主張

しない。 

  【被告の主張】 

   以下のとおり，本件訂正により前記１の無効理由は解消されない。 

（１）新規性欠如 

 以下のとおり，本件訂正発明も乙１発明と同一である。 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ  

 乙１文献には，板底挟持層内の一部に支持装置が記載されており，当該

支持装置は，板底挟持層の変形の防止やサイズの安定といった機能を果た

すものである。 

 したがって，乙１文献には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉの「板底挟

持層内の一部に該板底挟持層の変形を防止するための支持装置」が記載さ

れている。 

イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ  

 乙１文献には，板底挟持層の外界との接続面のみに設けられた前端保護

層が記載されている。 

 したがって，乙１文献には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊの「板底挟

持層の外界との接続面のみに前端保護層を設けたこと」が記載されている。 

（２）進歩性欠如 
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 本件訂正発明と乙１発明とは，サイズを小型化するという課題が共通であ

る。 

 また，乙１文献に記載されたプラグとＵＳＢ規格に従ったプラグの形状は

全く同じ特徴を有するものであり，乙１発明にＵＳＢ規格を組み合わせるこ

とは，当業者であれば容易にすることができたものである。 

 したがって，仮に乙１発明がＵＳＢ規格によったものでないとしても，本

件訂正発明は，当業者が乙１発明に基づいて容易に発明することができたも

のである。 

７ 争点７（訂正の再抗弁２）について 

【原告の主張】 

以下のとおり，本件訂正により，前記２の無効理由は解消されるから，本件

特許権の行使は，何ら制約されるものではない。 

（１）前記６【原告の主張】(１)，(２)及び(４)と同じ。 

（２）本件訂正により無効理由が解消されること 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｇ 

     乙２発明のＵＳＢメモリ記憶装置は，回路基板の底側に凹部を形成し，

当該凹部にモジュールを埋設しており，回路基板の底表面は平坦ではなく，

「載置板の平坦な底表面」という構成を有しない。 

また，乙２文献には，回路基板とＵＳＢコネクタシールドケースで囲ま

れ部材で占められていない中空空間（本件特許発明の「接続挟持層」に相

当する。）が記載されてはいるものの，本件特許発明の「板底挟持層」に

相当する構成は記載されていない。むしろ，回路基板の底側の凹部にモ

ジュールを埋設した構成からすれば，「板底挟持層」は存在しないもので

ある。 

したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｇは，乙２文献に記載されて

いない。 
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   イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｈ 

乙２発明のＵＳＢメモリ記憶装置は，回路基板の底側に凹部を形成し，

当該凹部にモジュールを埋設したものであり，回路基板の底面とモジュー

ルの表面とは同一面にある。 

したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｈ「該板底挟持層内の一部に，

前記載置板の底表面に該底表面から突出した少なくとも一つの電子装置

が固定され」とは，構成が異なるものである。�

   ウ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ 

     乙２発明には，前記アのとおり，本件訂正発明の「板底挟持層」が存在

せず，板底挟持層内の一部に板底挟持層の変形を防止するための「支持装

置」を設けることについても，乙２文献には何ら記載がない。 

     したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは，乙２文献に記載されて

いない。 

   エ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ�

乙２発明には，前記アのとおり，本件訂正発明の「板底挟持層」が存在

せず，板底挟持層の外界との接続面のみに設けられた「前端保護層」につ

いても，乙２文献には何ら記載がない。 

したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，乙２文献に記載されて

いない。 

  【被告の主張】 

   争う。 

８ 争点８（訂正の再抗弁３）について 

【原告の主張】 

以下のとおり，本件訂正により前記３の無効理由は解消されるから，本件特

許権の行使は，何ら制約されるものではない。 

（１）前記６【原告の主張】(１)，(２)及び(４)と同じ。 
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（２）本件訂正により無効理由が解消されること 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｇ 

乙３発明のプラグは，従来，鉄ケースで緊密に被覆されていたプラス

チックコアの下板に階段凹槽を形成し，そこにプリント回路板と電子素子

を載置したものである。鉄ケースの内部は，プラスチックコアで完全に占

められており，何ら空間が存在しないから，乙３発明において，本件訂正

発明の「板底挟持層」の構成を観念することはできない。 

また，乙３発明のプリント回路板と電子素子とが占める領域は，プラス

チックコア下板に形成された階段凹槽であって，本件訂正発明の「板底挟

持層」に該当するものではない。「プリント回路板」（載置板に相当）と「鉄

ケース」（ケース層に相当）とで画定されたものでもない。 

  したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｇは，乙３文献に記載されて

いない。 

イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｈ�

     前記アのとおり，乙３発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」を有しな

いし，プリント回路板の下表面に設置された電子素子は，「板底挟持層内」

の一部に設けられたものでもない。 

     したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｈは，乙３文献に記載されて

いない。 

ウ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ 

  前記アのとおり，乙３発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」を有しな

いし，板底挟持層内の一部に板底挟持層の変形を防止するために設けられ

た「支持装置」についても，乙３文献には何ら記載がない。 

したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは，乙３文献に記載されて

いない。 

   エ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ�



� ���

     前記アのとおり，乙３発明には，本件訂正発明の「板底挟持層」を有し

ないし，「板底挟持層」の外界との接続面のみに設けられた「前端保護層」

についても，乙３文献には何ら記載がない。 

     したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，乙３文献に記載されて

いない。 

  【被告の主張】 

   以下のとおり，本件訂正により，前記３の無効理由は解消されない。 

（１）新規性欠如 

 以下のとおり，本件訂正発明も乙３発明と同一である。 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｇ 

     本件訂正発明の構成要件訂正Ｇには，板底挟持層が「空間」である旨の

記載はなく，本件明細書にも板底挟持層が空間に限定される旨の記載はな

い。�

     したがって，本件訂正発明の「板底挟持層」とは，載置板の底表面とケー

ス層との間の部分をいうものの，その部分が「空間」である必要はない。 

     そして，乙３発明には，本件訂正発明の「載置板」に相当する「プリン

ト回路板」の平坦な底表面と本件訂正発明の「ケース層」に相当する「鉄

ケース」との間に，これらによって画定される「板底挟持層」が存在する。 

     したがって，乙３文献には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｇの構成が記

載されている。 

イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｈ 

     前記アのとおり，乙３発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」に相当す

る構成を有しており，「プリント回路板」の下表面に設置された電子素子

は，「板底挟持層」内の一部に設けられているといえる。 

     したがって，乙３文献には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｈの構成が記

載されている。 
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ウ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ 

前記アのとおり，乙３発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」に相当す

る構成を有しており，「プリント回路板」の下表面と「鉄ケース」とで画

定される板底挟持層内の一部には，「プラスチックコア下板」が設けられ

ている。 

「プラスチックコア下板」は，板底挟持層の変形を防止し，板底挟持層

のサイズを安定させるものであるから，本件訂正発明の「支持装置」に相

当する。 

したがって，乙３文献には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉが記載され

ている。 

エ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ 

前記アのとおり，乙３発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」に相当す

る構成を有するものである。 

また，「プラスチックコア下板」のうち「前端部」は，板底挟持層の外

界との接続面のみに設けられているから，本件訂正発明の「前端保護層」

に相当するものである。 

したがって，乙３文献には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊが記載され

ている。 

（２）進歩性欠如 

本件訂正発明と乙３発明とは，ＵＳＢに関する装置という点で技術分野が

共通であり，ＵＳＢ関連製品をコンパクト化するという課題も共通である。 

また，本件訂正発明の「支持装置」による板底挟持層の変形防止という作

用効果や，「前端保護層」による板底挟持層内部の電子装置の保護という作用

効果は，乙３発明の「プラスチックコア下板」の構成による作用効果と比べ

て，何ら顕著なものではない。 

したがって，仮に本件訂正発明の「板底挟持層」が「空間」に限られると
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しても，当該構成は当業者が適宜選択可能な設計事項にすぎないから，本件

訂正発明は，当業者が乙３発明に基づいて容易に発明することができたもの

である。 

９ 争点９（訂正の再抗弁４）について 

【原告の主張】 

以下のとおり，本件訂正により前記４の無効理由は解消されるから，本件特

許権の行使は，何ら制約されるものではない。 

（１）前記６【原告の主張】(１)，(２)及び(４)と同じ。 

（２）本件訂正により無効理由が解消されること 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ  

 乙４発明には，プラグ部を構成するプリント回路基板の下方に空間が形

成されているものの，乙４公報には，板底挟持層内の一部に板底挟持層の

変形を防止するために設けられた「支持装置」が記載されていない。 

 したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは，乙４公報に記載されて

いない。 

イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ  

 乙４公報には，板底挟持層の外界との接続面のみに設けられた「前端保

護層」について何ら記載がないから，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，

乙４公報に記載されていない。 

【被告の主張】 

以下のとおり，本件訂正発明も，乙４発明と同一であるから，本件訂正によっ

て前記４の無効理由は解消されない。 

（１）本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ �

 乙４発明の「プリント回路基板」全体はケースに覆われており，少なくと

もケースの前端部により板底挟持層の変形が防止され，板底挟持層のサイズ

が安定されている。�



� ���

 したがって，乙４発明のケースの前端部は，本件訂正発明の「支持装置」

に相当するものであり，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは，乙４公報に記載

されている。�

（２）本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ  

 乙４発明のケースの前端部は，板底挟持層の外界との接続面のみに面状に

設けられているから，本件訂正発明の「前端保護層」に相当するものである。�

 したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，乙４公報に記載されてい

る。 

10 争点 10（訂正の再抗弁５）について 

  【原告の主張】 

以下のとおり，本件訂正により前記５の無効理由は解消されるから，本件特

許権の行使は，何ら制約されるものではない。 

（１）前記６【原告の主張】(１)，(２)及び(４)と同じ。 

（２）本件訂正により無効理由が解消されること 

ア 本件訂正発明の構成要件訂正Ｇ  

 乙５発明の封止樹脂は，プリント配線板の他方の面を覆い，半導体素子

を封止するものであるから，プリント配線板とハウジングとの間が封止樹

脂で完全に占められており，空間が存在しない。 

 したがって，乙５発明において，本件訂正発明の「板底挟持層」を観念

することはできないから，本件訂正発明の構成要件訂正Ｇは，乙５公報に

記載されていない。 

   イ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ �

 前記アのとおり，乙５発明には，本件訂正発明の「板底挟持層」の構成

がなく，乙５公報には，板底挟持層内の一部に板底挟持層の変形を防止す

るために設けられた「支持装置」を設けることについて何ら記載がない。�

 したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは，乙５公報に記載されて
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いない。�

   ウ 本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ �

 前記アのとおり，乙５発明には，本件訂正発明の「板底挟持層」に相当

する構成がなく，乙５公報には，板底挟持層の外界との接続面のみに設け

られた「前端保護層」を設けることについて何ら記載がない。�

 したがって，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，乙５公報に記載されて

いない。�

【被告の主張】 

 以下のとおり，本件訂正発明も乙５発明と同一であり，本件訂正によって前

記５の無効理由は解消されない。 

（１）本件訂正発明の構成要件訂正Ｇ  

 前記８【被告の主張】(１)アのとおり，本件訂正発明の「板底挟持層」が

「空間」である必要はない。 

 乙５発明には，本件訂正発明の「載置板」に相当する「プリント配線板の

平坦な底表面」と本件訂正発明の「ケース層」に相当する「ハウジング」と

の間に，これらによって画定される板底挟持層が存在する。 

 したがって，乙５公報には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｇが記載されて

いる。 

（２）本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ  

 前記(１)のとおり，乙５発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」に相当す

る構成を有するものである。�

 また，乙５発明の「封止樹脂」は，板底挟持層の変形を防止し，板底挟持

層のサイズを安定化するものであるから，本件訂正発明の「支持装置」に相

当する。 

 したがって，乙５公報には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉが記載されて

いる。 
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（３）本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ  

 前記(１)のとおり，乙５発明は，本件訂正発明の「板底挟持層」に相当す

る構成を有するものである。�

 また，乙５発明の封止樹脂の前端部は，板底挟持層の外界との接続面のみ

に設けられており，前端を保護する機能を有するから，本件訂正発明の「前

端保護層」に相当する。 

 したがって，乙５公報には，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊが記載されて

いる。 

第４  当裁判所の判断 

１ 争点１（本件特許発明は，乙１発明と同一であるか）について 

 以下の理由から，本件特許発明は，乙１発明と同一であると認めることがで

きる。 

（１）乙１文献の記載 

 乙１文献には，以下の記載がある。 

「［０００１］ 

１．発明の分野  

［０００２］ 

 本発明はマイクロ記憶装置に関し，より詳細には個人装身具と結合するこ

とができるマイクロ記憶装置に関する。」 

「発明の概要 

［０００６］ 

 本発明の目的は，使用者が便利に携帯できるように，個人装身具と結合す

る，非常に小型で薄型かつ軽量な記憶用メモリを提供する，個人装身具と結

合することができるマイクロ記憶装置を提供することである。  

［０００７］ 

 この目的を達成するために，個人装身具と結合することができる本発明の
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マイクロ記憶装置は，回路基板と，前記回路基板から延出するコネクタを有

し，前記コネクタには外部電子機器に電気的に接続するための複数の接触子

が配置されている，基板と，アドバンスパッケージ技法を用いて回路基板の

表面に実装された少なくとも１つの電子素子と，前記基板と前記電子素子を

収容するものであり，前記外部電子機器へ結合するための開口を前記コネク

タ側に有する金属ケースとを含む。」  

「好適な実施形態の詳細な説明 

［００１３］ 

 図１を参照すると，基板１と金属ケース３を有するマイクロ記憶装置が示

されている。基板１は回路基板１２と，回路基板１２から延出するコネクタ

１１を有する。複数の接触子１１１がコネクタ１１上に配置されている，す

なわち，接触子は，外部電子機器（図示せず）と電気的に接続するレイアウ

トで基板１上に直接形成されている。回路基板１２にはアドバンスパッケー

ジ技法により少なくとも１つの電子素子２１が実装されている。  

［００１４］ 

 アドバンスパッケージ技法は例えばチップオンボード（ＣＯＢ）または表

面実装技術（ＳＭＴ）である。ＣＯＢは，ＵＶ接着剤を用いてチップを付着

させ，電子素子２１を回路基板１２にワイヤボンディングでパッケージング

し，電子素子２１が回路基板１２上に密着して実装され回路基板１２とほぼ

同じ高さとなるようにする。そのため，結合し合った回路基板１２と電子素

子２１は，比較的薄い厚みをもたらすことに貢献する。さらに，上述の接触

子１１１は，基板１に直接レイアウトされているために高さを付加すること

がなく，記憶装置全体が，小型，薄型，軽量等の特徴を持つことができる。  

［００１５］ 

 加えて，接触子と基板１上の電子素子２１の間に必要な回路系がレイアウ

トで形成され，外部電子機器が基板１上の電子素子２１にアクセスしたりそ
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の電子素子を操作することができるようにする。電子素子２１は，データを

記憶するフラッシュメモリ（ＮＡＮＤタイプフラッシュメモリ）などの不揮

発性メモリである。金属ケース３は接触子１１１と電子素子２１を含む基板

１全体を収容してそれらに保護を提供する。金属ケース３は複数の穴３１，

３２，３３および開口３４を有する（図２a 参照）。穴３１および３２はコネ

クタ１１の上部に配置されるのに対し，穴３３は，個人装身具を固定するた

めのフック穴またはロックとして用いるために回路板１２の上部に配置され

ている。開口３４は，外部電子機器に接続するためにコネクタ１１に配置さ

れている。穴３１および３２は，金属ケース３を外部電子機器にロックする

ことができる。  

［００１６］ 

 図２ｂは本発明の側面図である。図２ｂにおいて，電子素子２３は回路基

板１２の背面に実装され，電子素子２４は，金属ケース３と基板１間のスペー

スを有効利用するためにコネクタ１１の特に対向側にある。」  

「特許請求の範囲  

１．個人装身具と結合することができるマイクロ記憶装置であって，  

     回路基板と，前記回路基板から延出するコネクタを有し，前記コネクタ

には外部電子機器に電気的に接続するための複数の接触子が配されてい

る，基板と，  

     アドバンスパッケージ技法を用いて回路基板の表面に実装された少なく

とも１つの電子素子と，  

     前記基板と前記電子素子を収容するものであり，前記外部電子機器へ結

合するための開口を前記コネクタ側に有する金属ケースと，  

    を備えたマイクロ記憶装置。 

８．スペースを有効利用するために，前記基板の前記コネクタに対向して実

装された電子素子をさらに備えた請求項１記載のマイクロ記憶装置。」 
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図２ｂ 



� ���

 

（２）乙１発明の内容 

    前記(１)の記載によれば，乙１文献には，以下の発明の構成が記載されて

いるものと認めることができる。 

ａ プラグ部分に電子素子が接続されている。 

ｂ 基板が金属ケースの内部に収容されている。 

   ｃ 基板の上表面と金属ケースの間に開口がある。 

   ｄ 基板の上に接触子が複数固定されている。 

   ｅ 基板上に固定される接触子は，外部電子機器と電気的に接続するために

設けられる。 

ｆ 金属ケース内部に基板が中央に配され，その底表面と金属ケースとの間

に層が存在する。 

   ｇ 金属ケース内部に基板が中央に配され，その底表面に電子素子が固定さ

れている。 

（３）本件特許発明と乙１発明の対比 

乙１発明を本件特許発明と対比すると，① 乙１発明の「基板」は本件特許

発明の「載置板」に，② 乙１発明の「金属ケース」は本件特許発明の「ケー

ス層」に，③ 乙１発明の「開口」部分は，本件特許発明の「接続挟持層」に，

④ 乙１発明の「基板」の底表面と「金属ケース」との間に存在する層は本件

特許発明の「板底挟持層」に，⑤ 乙１発明の「接触子」は本件特許発明の「第

１接続端子」に，⑥ 乙１発明の外部電子機器に設けられた接続端子は本件特

許発明の「第２接続端子」に，⑦ 乙１発明の基板の底表面に固定された「電
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子素子」は本件特許発明の「電子装置」に，それぞれ相当することが認めら

れる。 

    したがって，乙１発明は，ＵＳＢ規格に基づくものであるか否かが明らか

ではないものの，その他の点では本件特許発明と同一の構成であると認める

ことができる（原告も明らかに争っていない。）。 

    乙１文献には，プラグの規格に関する記載が見当たらないものの，ＵＳＢ

規格を除くなど，限定的に解釈する理由は見当たらない。かえって，乙６に

よれば，本件優先日（平成１６年１１月１日）当時，ＵＳＢ規格は広く知ら

れていたことが認められる。前記(１)図１，図２ａのプラグの形状からして

も，乙１文献に接した当業者は，乙１発明におけるプラグの規格として，Ｕ

ＳＢ規格も想起したことが明らかである。乙１文献のプラグの規格にＵＳＢ

規格を採用することについて，何らかの阻害要因が存したことを窺わせる事

情もない。 

    そうすると，上記相違点に係る本件特許発明の構成（プラグがＵＳＢ規格

によったものであること）は，実質的に乙１文献に記載されているものと同

視することができる。 

    したがって，本件特許発明は，乙１発明と同一であると認められる。 

２ 争点６（訂正の再抗弁１）について 

   原告は，乙１発明に本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ及び訂正Ｊが記載されて

いないから，本件訂正によって前記１の無効理由が解消される旨主張する。 

しかしながら，以下のとおり，乙１発明に本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ及

び訂正Ｊが記載されていないとは認めることができない。 

 結局，前記１で述べたところを総合すると，本件訂正発明も，乙１発明と同

一であると認めることができる。 

（１）本件訂正発明の構成要件訂正Ｉ 

    本件訂正発明の構成要件訂正Ｉは「前記板底挟持層内の一部に該板底挟持
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層の変形を防止するための支持装置を設け，」というものである。 

    前記１(１)の乙１文献に記載された各図には，基板１のコネクタ１１側の

端部を支持する金属ケース３の開口部に設けた部材（図２ｂの左端下側の斜

線で描かれた階段状部分）が図示されている。当該部材は，基板１の厚みを

有する段を備え，基板１のコネクタ１１側の端を幅全体にわたって支持する

ものである。 

    そうすると，当該部材の上記構成自体からして，基板１を支持することで

乙１発明の基板１の底表面と金属ケース３とで画定される層（本件訂正発明

の「板底挟持層」に相当）の変形を防止するものであることは明らかである。 

したがって，上記部材は，本件訂正発明の構成要件訂正Ｉの「支持装置」

に相当するものであると認めることができるから，乙１文献には，本件訂正

発明の構成要件訂正Ｉが記載されているものというべきである。 

（２）本件訂正発明の構成要件訂正Ｊ 

本件訂正発明の構成要件訂正Ｊは，「該板底挟持層の外界との接続面のみに

前端保護層を設けたことを特徴とする，」というものである。 

    前記１(１)の乙１文献に記載された各図には，基板１のコネクタ１１側の

端部を支持する金属ケース３の開口部に設けた部材（図２ｂの左端下側の斜

線で描かれた階段状部分）が図示されている。 

    そして，当該部材の上記構成自体から，乙１発明の基板１の底表面と金属

ケース３とで画定される層（本件訂正発明の「板底挟持層」に相当）の外界

との接続面のみに設けられた部材であることは明らかである。 

    そうすると，上記部材は，本件訂正発明の構成要件訂正Ｊの「前端保護層」

に相当する構成であると認めることができるから，乙１文献には，本件訂正

発明の構成要件訂正Ｊが記載されているものというべきである。 

３ 結論 

 以上によれば，本件特許は，特許無効審判により無効にされるべきものであ
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り，本件訂正によっても当該無効理由は解消されないから，その余の点につい

て判断するまでもなく，本件各請求にはいずれも理由がない。 

 よって，主文のとおり判決する。 

        大阪地方裁判所第２６民事部 

 

        裁 判 長 裁 判 官    山  田  陽  三 

 

 

            裁 判 官    松  川  充  康 
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